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25年度 26年度 27年度 28,423 28,423

1 総

公有地の拡大
の推進に関す
る法律に関す
る事務

都市計画施設用
地の売買を把
握・協議し、用
地を先行取得す
る。

用地売
買に係
る市民
及び事
業者

定
例
定
型

年間届出・申出
件数
（受付事務の適
正率）

２０件
（100%）

２０件
（100%）

２０件
（100%）

１５件
（100%） Ａ

申請に対して期限内に適
正に処理した。また、買
取申出があった用地１件
の取得につながった。

1

公有地の拡大
の推進に関す
る法律に関す
る事務

「土地有償譲渡
届出書」及び
「土地買取希望
申出書」の審
査・受付

審査・受付の
適正処理

１００％
(件数)

１００％
（１５件）

1

公有地の拡大
の推進に関す
る法律に関す
る事務

県及び事業課へ
の照会

照会事務の適
正処理

１００％
(件数)

１００％
（１５件）

1

公有地の拡大
の推進に関す
る法律に関す
る事務

届出台帳の整理
台帳整理の適
正処理

１００％
(件数)

１００％
（１５件）

2 総
国土利用計画
法に関する事
務

大規模な土地利
用を把握し、適
正かつ合理的な
土地利用を誘導
する。

土地取
引を行
う市
民・事
業者等

定
例
定
型

届出から県知事
に５日以内で送
付する率

１００％ １００％ １００％
100%
（9件） Ａ

届出に対して期限内に適
正に処理し、神奈川県に
送付した。

2
国土利用計画
法に関する事
務

「土地売買等届
出書」の審査・
受付

審査・受付の
適正処理

１００％
(件数)

１００％
（９件）

2
国土利用計画
法に関する事
務

県及び事業課と
の連絡調整

連絡調整の適
正処理

１００％
(件数)

１００％
（９件）

2
国土利用計画
法に関する事
務

土地取引台帳の
整理

台帳整理の適
正処理

１００％
(件数)

１００％
（９件）

2
国土利用計画
法に関する事
務

国から配布され
るポスターやパ
ンフレットによ
り啓発

啓発回数 年１回 年１回

課かい名

施策目標

都市計画課

地域特性を生かした都市空間をつくる

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動
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1 総

公有地の拡大
の推進に関す
る法律に関す
る事務

1

公有地の拡大
の推進に関す
る法律に関す
る事務

1

公有地の拡大
の推進に関す
る法律に関す
る事務

1

公有地の拡大
の推進に関す
る法律に関す
る事務

2 総
国土利用計画
法に関する事
務

2
国土利用計画
法に関する事
務

2
国土利用計画
法に関する事
務

2
国土利用計画
法に関する事
務

2
国土利用計画
法に関する事
務

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

26,041 26,041

0.37 なし 不可 未 中 高 高 現状維持

予
算
な
し

「土地有償譲渡
届出書」及び
「土地買取希望
申出書」の審
査・受付

審査・受付の
適正処理

１００％
（件数）

予
算
な
し

県及び事業課へ
の照会

照会事務の適
正処理

１００％
（件数）

予
算
な
し

届出台帳の整理
台帳整理の適
正処理

１００％
（件数）

予
算
な
し

0.37 なし 不可 未 中 高 高 現状維持

予
算
な
し

「土地売買等届
出書」の審査・
受付

審査・受付の
適正処理

１００％
（件数）

予
算
な
し

県及び事業課と
の連絡調整

連絡調整の適
正処理

１００％
（件数）

予
算
な
し

土地取引台帳の
整理

台帳整理の適
正処理

１００％
（件数）

予
算
な
し

計画的な土地利
用を推進するた
めの周知・啓発

ホームページ
掲載・ポス
ター掲示

２７年
１０月

予
算
な
し

都市計画課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性
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25年度 26年度 27年度 28,423 28,423

課かい名

施策目標

都市計画課

地域特性を生かした都市空間をつくる

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

3 総
住居表示整備
事業

住居表示実施の
啓発、街区変更
等への対応

整備対
象地区
の住
民・事
業者

定
例
定
型

啓発活動 ２回 ２回 ２回 7,330

業
務
計
画

２回 Ａ
住居表示実施の啓発活
動、浜見平等の街区変更
手続及び海抜入り街区表
示板の整備を行った。

3
住居表示整備
事業

住居表示審議会
の開催

開催回数 ３回 ０回 0

業
務
計
画

3
住居表示整備
事業

街区変更告示用
図面・街区表示
台帳の作成

変更街区の告
示

２７年
３月

２７年
３月

97

業
務
計
画

3
住居表示整備
事業

住居表示街区案
内板の撤去また
は移設

撤去又は移設
の件数

２件 １件 43

業
務
計
画

3
住居表示整備
事業

ニーズの高い住
居表示未実施地
区への啓発

説明会の開催 ９月末
２６年
１１月

業
務
計
画

3
住居表示整備
事業

萩園上ノ前地区
の住居表示施行
の検討

事業関係者と
の住居表示案
の作成

２７年
３月

なし

業
務
計
画

3
住居表示整備
事業

海抜を表示した
街区表示板の設
置・付替等

街区表示板の
設置・付替等
の街区数

１３町丁目 ５４町丁目 7,190

業
務
計
画

4 総
建築審査会の
運営

特定行政庁提示
案件の審査・同
意、審査請求へ
の裁決

建築申
請者・
審査請
求者

定
例
定
型

審査会の開催回
数
（審査案件の適
正処理率）

６回
（100%）

６回
（100%）

６回
（100%）

628
６回
(100％) Ａ

建築基準法に規定された
案件が審議され、適正に
処理を行った。

4
建築審査会の
運営

建築審査会の開
催

開催回数 ６回 ６回 628
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基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

3 総
住居表示整備
事業

3
住居表示整備
事業

3
住居表示整備
事業

3
住居表示整備
事業

3
住居表示整備
事業

3
住居表示整備
事業

3
住居表示整備
事業

4 総
建築審査会の
運営

4
建築審査会の
運営

26,041 26,041

都市計画課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

0.39 411

業
務
計
画

なし 不可 未 中 高 中 現状維持
維
持

住居表示審議会
の開催

開催回数 ２回 238

業
務
計
画

維
持

街区変更告示用
図面・街区表示
台帳の作成

変更街区の告
示

２７年
１２月

97

業
務
計
画

維
持

住居表示街区案
内板の撤去また
は移設

撤去又は移設
の件数

２件 76

業
務
計
画

維
持

ニーズの高い住
居表示未実施地
区への啓発

説明会の開催
２７年
９月

業
務
計
画

予
算
な
し

萩園上ノ前地区
の住居表示施行
の検討

事業関係者と
の住居表示案
の作成

２８年
３月

業
務
計
画

予
算
な
し

海抜を表示した
街区表示板の設
置・付替等

東海道線以北
における街区
表示板の整備
の検討・海抜
の調査

２８年
３月

業
務
計
画

維
持

0.27 713 なし 不可 未 中 高 高 現状維持
維
持

建築審査会の開
催

開催回数 ６回 713
維
持
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25年度 26年度 27年度 28,423 28,423

課かい名

施策目標

都市計画課

地域特性を生かした都市空間をつくる

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

5 総
都市計画決定
及び変更業務

地域に応じた規
制・誘導で良好
な住宅地の形成
や自然環境に配
慮した土地利用
を推進

市民・
事業者

定
例
定
型

決定・変更の審
議数

３件 ３件 ３件 2,993

業
務
計
画

７件 Ａ
各事業のスケジュールに
に合わせ、適切な時期に
都市計画の決定・変更を
行った。

5
都市計画決定
及び変更業務

都市施設等の都
市計画決定及び
変更

決定及び変更
件数

２件 ７件 0

業
務
計
画

5
都市計画決定
及び変更業務

臨時職員による
都市計画図書の
電子化等整備

電子化等の件
数

１００件 ２１０件 443

業
務
計
画

5
都市計画決定
及び変更業務

各種協議会への
参加・情報交換

参加時期
２７年
３月

なし 0

業
務
計
画

5
都市計画決定
及び変更業務

都市計画審議会
の開催

開催回数 ４回 ４回 666

業
務
計
画

5
都市計画決定
及び変更業務

窓口・電話等に
よる都市計画の
説明、総括図等
及び概要図の頒
布

図面販売等の
適正処理

１００％
（枚数）

１００％
（2,321
枚）

1,301

業
務
計
画

5
都市計画決定
及び変更業務

都市計画基本図
を基に総括図等
の作成・印刷

図面等作成印
刷枚数

３５０枚
及び
電子データ

２１９枚
及び
電子データ

583

業
務
計
画

5
都市計画決定
及び変更業務

位置確認申請の
受付

受付事務の適
正処理

１００％
（件数）

１００％
（161件）

業
務
計
画

5
都市計画決定
及び変更業務

位置確認申請の
審査・交付事務

審査・交付事
務の適正処理

１００％
（件数）

１００％
（161件）

業
務
計
画
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基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

5 総
都市計画決定
及び変更業務

5
都市計画決定
及び変更業務

5
都市計画決定
及び変更業務

5
都市計画決定
及び変更業務

5
都市計画決定
及び変更業務

5
都市計画決定
及び変更業務

5
都市計画決定
及び変更業務

5
都市計画決定
及び変更業務

5
都市計画決定
及び変更業務

26,041 26,041

都市計画課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

2.33 2,786

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

都市施設等の都
市計画決定及び
変更

決定及び変更
件数

４件

業
務
計
画

維
持

維
持

各種協議会への
参加・情報交換

参加時期
２８年
３月

95

業
務
計
画

維
持

都市計画審議会
の開催

開催回数 ４回 708

業
務
計
画

維
持

窓口・電話等に
よる都市計画の
説明、総括図等
及び概要図の頒
布

図面販売等の
適正処理

１００％
（枚数）

1,400

業
務
計
画

維
持

都市計画基本図
を基に総括図等
の作成・印刷

図面等作成印
刷枚数

３５０枚 583

業
務
計
画

維
持

位置確認申請の
受付

受付事務の適
正処理

１００％
（件数）

業
務
計
画

予
算
な
し

位置確認の審
査・交付事務

審査・交付事
務の適正処理

１００％
（件数）

業
務
計
画

予
算
な
し
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25年度 26年度 27年度 28,423 28,423

課かい名

施策目標

都市計画課

地域特性を生かした都市空間をつくる

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

5
都市計画決定
及び変更業務

用途証明申請の
申請の受付

受付事務の適
正処理

１００％
（件数）

１００％
（35件）

業
務
計
画

5
都市計画決定
及び変更業務

用途証明申請の
審査・交付事務

審査・交付事
務の適正処理

１００％
（件数）

１００％
（35件）

業
務
計
画

5
都市計画決定
及び変更業務

文書保存されて
いる土地区画整
理事業の換地図
等閲覧事務

受付事務の適
正処理

１００％
（件数）

１００％
（１６件）

業
務
計
画

6 総
地区計画制度
の啓発活動

良好な住宅地の
形成や自然環境
に配慮した土地
利用を推進する
制度の普及

市民
政
策
啓発活動件数 ２件 ２件 ２件

業
務
計
画

３件 Ａ

赤松町、浜見平、萩園地
区の大規模開発にあた
り、地区の特性に応じた
地区計画を定め、制度の
意義を示した。

6
地区計画制度
の啓発活動

地区計画制度の
啓発活動

大規模開発等
を捉えた地区
計画の啓発・
誘導

３件 3件

業
務
計
画

6
地区計画制度
の啓発活動

地区計画制度の
周知活動

窓口や都市計
画説明会等に
よる適正周知

１００％
（件数）

１００％
（6件）

業
務
計
画

7 総
都市計画基礎
調査事業

定期的な都市情
報の調査・解析
を行い、適切な
都市計画の見通
しを立てる。

市民・
事業者

定
例
定
型

新たな都市課題
を捉えた適正解
析

１００％ １００％ １００％

業
務
計
画

1 Ａ

都市計画基礎調査結果
は、都市計画のみではな
く、防災、みどり等の他
部局の検討でも活用が進
んでいる。

7
都市計画基礎
調査業務

都市の基礎資料
収集・分析

新たな都市課
題を捉えた適
正解析

１００％

業
務
計
画

7
都市計画基礎
調査業務

調査データ・解
析データの利用
促進活動

庁内会議等を
利用した適正
周知

１００％

業
務
計
画



業務棚卸評価シート

（右側）
8/20

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

5
都市計画決定
及び変更業務

5
都市計画決定
及び変更業務

5
都市計画決定
及び変更業務

6 総
地区計画制度
の啓発活動

6
地区計画制度
の啓発活動

6
地区計画制度
の啓発活動

7 総
都市計画基礎
調査事業

7
都市計画基礎
調査業務

7
都市計画基礎
調査業務

26,041 26,041

都市計画課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

用途証明申請の
受付

受付事務の適
正処理

１００％
（件数）

業
務
計
画

予
算
な
し

用途証明の審
査・交付事務

審査・交付事
務の適正処理

１００％
（件数）

業
務
計
画

予
算
な
し

堤地区土地区画
整理事業の換地
図等閲覧事務

受付事務の適
正処理

１００％
（件数）

業
務
計
画

予
算
な
し

0.28

業
務
計
画

なし 不可 未 高 中 高 現状維持

予
算
な
し

地区計画制度に
よる誘導

大規模開発等
を捉えた地区
計画の誘導

１件

業
務
計
画

予
算
な
し

地区計画制度の
周知活動

窓口や都市計
画説明会等に
よる適正周知

１００％
（件数）

業
務
計
画

予
算
な
し

0.34

業
務
計
画

なし 不可 未 高 中 高 現状維持
増
や
す

都市の基礎資料
収集・分析

新たな都市課
題を捉えた適
正解析

１００％

業
務
計
画

増
や
す

調査データ・解
析データの利用
促進活動

庁内会議等を
利用した適正
周知

１００％

業
務
計
画

予
算
な
し



業務棚卸評価シート

（左側）
9/20

25年度 26年度 27年度 28,423 28,423

課かい名

施策目標

都市計画課

地域特性を生かした都市空間をつくる

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

8 総
開発審査会の
運営

市長の要求に基
づく審議、審査
請求に対する裁
決

審査申
請者・
事業者

定
例
定
型

開催回数
（審査案件の適
正処理率）

４回
（100%）

４回
（100%）

４回
（100%）

571
２回
(100%) Ａ

都市計画法に規定された
案件が審議され、適正に
処理を行った。

8
開発審査会の
運営

開発審査会の開
催

開催回数 ５回 ２回 571

9 総
用途地域の見
直し事業

地域の特性に応
じた規制・誘導
による良好な住
宅地の形成や土
地利用の推進

市民・
事業者

政
策

用途地域の見直
しを視野に入れ
た制度の導入

１地区

業
務
計
画

１地区 Ｂ

地域自治会の考え方を把
握し、地区内居住者向け
のニュースの発行などを
行ったが、関心が高まっ
ているとは言えない。

9
用途地域の見
直し事業

候補地域への意
向把握・勉強会
の開催

開催回数 ２回 ２回

業
務
計
画

9
用途地域の見
直し事業

用途見直しへに
対する庁内・庁
外調整の実施

実施回数 ２回 ２回

業
務
計
画

10 総

都市計画法第
53条第1項及
び第65条第1
項に基づく許
可

都市計画施設・
事業区域内の建
築行為の制限

区域内
で建築
行為を
する事
業者

定
例
定
型

53条の許可申請
から20日以内で
決定を行う率

１００％ １００％ １００％
100%

（49件） Ａ
申請に対し、受付・審査
及び交付に至るまで適正
に処理した。

10

都市計画法第
53条第1項及
び第65条第1
項に基づく許
可

都市計画法第53
条第1項に基づく
許可申請の受付

申請受付の適
正処理

１００％
(件数)

１００％
（４９件）

10

都市計画法第
53条第1項及
び第65条第1
項に基づく許
可

都市計画法第53
条第1項に基づく
許可申請に係る
審査・交付事務

審査・許可の
適正処理

１００％
(件数)

１００％
（４９件）



業務棚卸評価シート

（右側）
10/20

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

8 総
開発審査会の
運営

8
開発審査会の
運営

9 総
用途地域の見
直し事業

9
用途地域の見
直し事業

9
用途地域の見
直し事業

10 総

都市計画法第
53条第1項及
び第65条第1
項に基づく許
可

10

都市計画法第
53条第1項及
び第65条第1
項に基づく許
可

10

都市計画法第
53条第1項及
び第65条第1
項に基づく許
可

26,041 26,041

都市計画課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

0.07 697 なし 不可 未 中 高 高 現状維持
維
持

開発審査会の開
催

開催回数 ３回 697

位置付け
ないが取
り組みを
進める

その他 ４回
会議開催回数
の精査時期 26

案件の提出状況
を的確に把握
し、複数の案件
が見込めるとき
は、会議の開催
回数が必要最小
限となるよう配
慮する。

維
持

1.41

業
務
計
画

なし 不可 未 中 中 中 現状維持

予
算
な
し

候補地域への情
報提供・勉強会
等の開催

開催回数 ６回

業
務
計
画

予
算
な
し

用途見直しへに
対する庁内・庁
外調整の実施

実施回数 １回

業
務
計
画

予
算
な
し

0.58 なし 不可 未 中 高 高 現状維持

予
算
な
し

都市計画法第53
条第1項に基づく
許可申請の受付

申請受付の適
正処理

１００％
（件数）

予
算
な
し

都市計画法第53
条第1項に基づく
許可申請に係る
審査・交付事務

審査・許可の
適正処理

１００％
（件数）

予
算
な
し



業務棚卸評価シート

（左側）
11/20

25年度 26年度 27年度 28,423 28,423

課かい名

施策目標

都市計画課

地域特性を生かした都市空間をつくる

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

10

都市計画法第
53条第1項及
び第65条第1
項に基づく許
可

都市計画法第65
条第1項に基づく
許可申請の受付

申請受付の適
正処理

１００％
(件数)

０件

10

都市計画法第
53条第1項及
び第65条第1
項に基づく許
可

都市計画法第65
条第1項に基づく
許可申請に係る
審査・交付事務

審査・許可の
適正処理

１００％
(件数)

０件

11 総
茅ヶ崎市土地
利用基本条例
の運用

適正・合理的な
土地利用の誘
導、快適な生活
環境の創造

大規模
土地利
用行為
の事業
者

定
例
定
型

届出から３開庁
日以内の公表

１００％ １００％ １００％

業
務
計
画

100%
（3件） Ａ

申請に対し、受付・審査
及び交付に至るまで適正
に処理した。

11
茅ヶ崎市土地
利用基本条例
の運用

大規模土地利用
行為の届出に対
する公表

届出から３開
庁日以内の公
表

１００％
（件数）

１００％
（３件）

業
務
計
画

11
茅ヶ崎市土地
利用基本条例
の運用

土地利用調整会
議の開催（開催
が必要な場合）

届出の翌日か
ら３週間以内
の会議開催

１００％
（件数）

０件

業
務
計
画

11
茅ヶ崎市土地
利用基本条例
の運用

市広報媒体への
啓発記事の掲載

広報ちがさき
１０月１日号
への記事掲載

１回 ０件

業
務
計
画

11
茅ヶ崎市土地
利用基本条例
の運用

土地利用情報の
庁内情報共有

庁内イントラ
ネットへの情
報掲載と土地
利用調整会議
での協議

12回 ９回

業
務
計
画

12 総

土地の埋立て
等及び砂利・
土の採取に関
する事務

埋立や盛土、砂
利・土の採取に
伴う災害発生の
防止・環境保全

埋立て
や採取
を行う
事業者
や土地
所有者

定
例
定
型

年間パトロール
日数

５０日 ５０日 ５０日 ３６日 Ａ
一定規模以上の埋立て等
の許可申請を受け、現地
調査等を実施し、適正に
処理した。

12

土地の埋立て
等及び砂利・
土の採取に関
する事務

申請の受付
申請受付事務
の適正処理

１００％
(件数)

１００％
（１件）



業務棚卸評価シート

（右側）
12/20

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

10

都市計画法第
53条第1項及
び第65条第1
項に基づく許
可

10

都市計画法第
53条第1項及
び第65条第1
項に基づく許
可

11 総
茅ヶ崎市土地
利用基本条例
の運用

11
茅ヶ崎市土地
利用基本条例
の運用

11
茅ヶ崎市土地
利用基本条例
の運用

11
茅ヶ崎市土地
利用基本条例
の運用

11
茅ヶ崎市土地
利用基本条例
の運用

12 総

土地の埋立て
等及び砂利・
土の採取に関
する事務

12

土地の埋立て
等及び砂利・
土の採取に関
する事務

26,041 26,041

都市計画課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

都市計画法第65
条第1項に基づく
許可申請の受付

申請受付の適
正処理

１００％
（件数）

予
算
な
し

都市計画法第65
条第1項に基づく
許可申請に係る
審査・交付事務

審査・許可の
適正処理

１００％
（件数）

予
算
な
し

0.54

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

大規模土地利用
行為の届出に対
する公表

届出から３開
庁日以内の公
表

１００％
（件数）

業
務
計
画

予
算
な
し

土地利用調整会
議の開催（開催
が必要な場合）

届出の翌日か
ら３週間以内
の会議開催

１００％
（件数）

業
務
計
画

予
算
な
し

土地利用月間の
周知・啓発

ホームページ
掲載・ポス
ター掲示

２７年
１０月

業
務
計
画

予
算
な
し

土地利用情報の
庁内情報共有

庁内イントラ
ネットへの情
報掲載と土地
利用調整会議
での協議

１２回

業
務
計
画

予
算
な
し

0.43 なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

申請の受付
申請受付事務
の適正処理

１００％
（件数）

予
算
な
し



業務棚卸評価シート

（左側）
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25年度 26年度 27年度 28,423 28,423

課かい名

施策目標

都市計画課

地域特性を生かした都市空間をつくる

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

12

土地の埋立て
等及び砂利・
土の採取に関
する事務

審査・許可事務
審査・許可事
務の適正処理

１００％
(件数)

１００％
（１件）

12

土地の埋立て
等及び砂利・
土の採取に関
する事務

土砂搬出禁止区
域の指定に関す
る県への意見書
の提出

意見書提出の
適正処理

１００％
(件数)

なし

12

土地の埋立て
等及び砂利・
土の採取に関
する事務

申請等に伴う現
地調査やパト
ロール等の実施

現地調査・パ
トロール等の
実施回数

５０日 ３６日

13 総
優良建築物整
備事業

狭小な敷地を合
わせた共同利用
の促進。市街地
の健全な土地利
用の増進と良好
なまち並みの形
成

市民・
事業者

定
例
定
型

相談件数 １件 １件 １件 ０件 Ａ
相談の申出はなかった
が、法に基づく制度とし
て相談体制は整ってい
た。

13
優良建築物整
備事業

事業計画者に対
する優良建築物
等整備事業への
誘導

相談事務の適
正処理

１００％ ０件

14 総
マンション建
替事業の円滑
化業務

老朽化したﾏﾝｼｮﾝ
の建替事業を認
可し、良好な居
住環境の確保と
円滑な事業の推
進を図る

市民・
事業者

定
例
定
型

相談・啓発数 １件 １件 １件 ０件 Ａ
相談の申出はなかった
が、法に基づく制度とし
て相談体制は整ってい
た。

14
マンション建
替事業の円滑
化業務

住民や事業者か
らの相談に対す
る法に基づく適
切な誘導

相談事務の適
正処理

１００％
（件数）

０件

14
マンション建
替事業の円滑
化業務

許認可等の事務
処理

許認可事務の
適正処理

１００％
（件数）

０件



業務棚卸評価シート

（右側）
14/20

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

12

土地の埋立て
等及び砂利・
土の採取に関
する事務

12

土地の埋立て
等及び砂利・
土の採取に関
する事務

12

土地の埋立て
等及び砂利・
土の採取に関
する事務

13 総
優良建築物整
備事業

13
優良建築物整
備事業

14 総
マンション建
替事業の円滑
化業務

14
マンション建
替事業の円滑
化業務

14
マンション建
替事業の円滑
化業務

26,041 26,041

都市計画課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

審査・許可事務
審査・許可事
務の適正処理

１００％
（件数）

予
算
な
し

申請等に伴う現
地調査やパト
ロール等の実施

現地調査・パ
トロール等の
実施回数

２４日

予
算
な
し

0.03 なし 不可 未 中 中 中 現状維持

予
算
な
し

事業計画者に対
する優良建築物
等整備事業への
誘導

相談事務の適
正処理

１００％

予
算
な
し

0.08 なし 不可 未 中 高 中 現状維持

予
算
な
し

住民や事業者か
らの相談に対す
る適切な誘導

相談事務の適
正処理

１００％
（件数）

予
算
な
し

許認可等の事務
処理

許認可事務の
適正処理

１００％
（件数）

予
算
な
し



業務棚卸評価シート

（左側）
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25年度 26年度 27年度 28,423 28,423

課かい名

施策目標

都市計画課

地域特性を生かした都市空間をつくる

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

15 総
市街化区域・
市街化調整区
域見直し事業

人口・産業の将
来を見通して、
計画的に市街化
する区域と抑制
する区域を定め
る

市民・
事業者

定
例
定
型

成果品作成
見直し検討基
礎資料及び現
況把握調査

見直し検討資
料・ＧＩＳ
データ及び法
定図書の作成

5,253

業
務
計
画

見直し検
討資料・
ＧＩＳ
データ及
び法定図
書の作成

Ａ

区域区分、整･開･保等の
見直し対象の都市計画に
ついて、必要な調査検
討、庁内外の調整を了し
成果をとりまとめた。

15
市街化区域・
市街化調整区
域見直し事業

都市計画の区域
区分調書の作成

調書の適正作
成

１００％ １００％ 5,253

業
務
計
画

15
市街化区域・
市街化調整区
域見直し事業

区域区分及び整
開保の検討に向
けた庁内調整

調整会議の実
施

２回 ７回

業
務
計
画

15
市街化区域・
市街化調整区
域見直し事業

区域区分及び整
開保の検討に向
けた情報収集

県ヒアリング
への参加

３回 ５回

業
務
計
画

16 総
都市計画基本
図作成事業

都市計画基礎調
査の土台となる
都市計画基本図
を、航空測量に
より５年に１度
更新する。（次
回は27年度に実
施）

市民・
事業者

定
例
定
型

成果品作成
都市計画基本
図の作成

16
都市計画基本
図作成事業

17 総
茅ヶ崎市低炭
素まちづくり
計画の推進

温室効果ガス削
減の取組を体系
化し、低炭素ま
ちづくりに向け
た計画を策定す
る。

市民・
事業
者・行
政

政
策
事業の進捗

低炭素まちづ
くり計画の策
定

11,340

業
務
計
画

低炭素ま
ちづくり
計画の策
定

Ａ 当初の予定通り、２７年
３月に計画を策定した。

17
茅ヶ崎市低炭
素まちづくり
計画の推進

低炭素まちづく
り計画の策定

計画の策定 ２７年３月 ２７年３月 11,340

業
務
計
画



業務棚卸評価シート

（右側）
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基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

15 総
市街化区域・
市街化調整区
域見直し事業

15
市街化区域・
市街化調整区
域見直し事業

15
市街化区域・
市街化調整区
域見直し事業

15
市街化区域・
市街化調整区
域見直し事業

16 総
都市計画基本
図作成事業

16
都市計画基本
図作成事業

17 総
茅ヶ崎市低炭
素まちづくり
計画の推進

17
茅ヶ崎市低炭
素まちづくり
計画の推進

26,041 26,041

都市計画課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

0.59

業
務
計
画

なし 不可 未 高 中 高 現状維持

予
算
な
し

都市計画図書の
作成

図書の適正作
成

１００％

業
務
計
画

予
算
な
し

区域区分及び整
開保の案の作成
に向けた説明会
の実施

説明会の実施 ２回

業
務
計
画

予
算
な
し

区域区分及び整
開保の案の作成
に向けた都市計
各区審議会への
諮問

諮問の実施 １回

業
務
計
画

予
算
な
し

0.39 21,207

業
務
計
画

なし 不可 未 中 中 高 現状維持

予
算
な
し

都市計画基本図
の作成

都市計画基礎
調査に向けた
基本図の作成

２８年
３月

21,207

業
務
計
画

予
算
な
し

0.54

業
務
計
画

なし 不可 未 高 中 高 現状維持

予
算
な
し

予
算
な
し



業務棚卸評価シート

（左側）
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25年度 26年度 27年度 28,423 28,423

課かい名

施策目標

都市計画課

地域特性を生かした都市空間をつくる

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

17
茅ヶ崎市低炭
素まちづくり
計画の推進

低炭素まちづく
り計画の検討に
向けた庁内調整

調整会議の実
施

２回 ５回

業
務
計
画

17
茅ヶ崎市低炭
素まちづくり
計画の推進

低炭素まちづく
り計画の検討に
向けた関係機関
調整

関係審議会へ
の報告

１００％ １００％

業
務
計
画

17
茅ヶ崎市低炭
素まちづくり
計画の推進

低炭素まちづく
り計画の策定に
向けた周知

パブリックコ
メントの実施

１２月 １月

業
務
計
画

17
茅ヶ崎市低炭
素まちづくり
計画の推進

低炭素まちづく
り計画の策定に
向けた周知

説明会の実施 ２回 ２回

業
務
計
画

888 総
災害応急対策
活動

同時多発的災害
発生時の被害軽
減、応急対策活
動の実施

市民、
被災者
等

定
型
定
例

888
応急対策活動マ
ニュアルの充実

マニュアルの
見直し

２６年６月 ２６年６月

888
応急対策業務の
実施手順の検証

行動手順書の
見直し

２６年６月 ２６年６月

888
所属職員の応急
対策業務の実施
手順の習熟

所属内での訓
練・研修実施

１回 １回

888 総 庁内共通事務

定
例
定
型

308 308



業務棚卸評価シート

（右側）
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基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

17
茅ヶ崎市低炭
素まちづくり
計画の推進

17
茅ヶ崎市低炭
素まちづくり
計画の推進

17
茅ヶ崎市低炭
素まちづくり
計画の推進

17
茅ヶ崎市低炭
素まちづくり
計画の推進

888 総
災害応急対策
活動

888

888

888

888 総 庁内共通事務

26,041 26,041

都市計画課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

低炭素まちづく
り計画の推進に
向けた庁内調整

調整会議の実
施

２回

業
務
計
画

予
算
な
し

低炭素まちづく
り計画の推進に
向けた関係機関
調整

関係審議会へ
の報告

１００％

業
務
計
画

予
算
な
し

予
算
な
し

予
算
な
し

0.03 なし 不可

予
算
な
し

応急対策活動マ
ニュアルの充実

マニュアルの
見直し

２７年６月

予
算
な
し

応急対策業務の
実施手順の検証

行動手順書の
見直し

２７年６月

予
算
な
し

所属職員の応急
対策業務の実施
手順の習熟

所属内での訓
練・研修実施

１回

予
算
な
し

0.48 227 227 なし 不可
維
持



業務棚卸評価シート

（左側）
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25年度 26年度 27年度 28,423 28,423

課かい名

施策目標

都市計画課

地域特性を生かした都市空間をつくる

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

999 総 部内調整事務

定
例
定
型



業務棚卸評価シート

（右側）
20/20

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

999 総 部内調整事務

26,041 26,041

都市計画課

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

0.11 なし 不可

予
算
な
し


